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第63回 地方分権改革有識者会議 
第179回 提案募集検討専門部会 合同会議 議事録 

 

 

開催日時：令和７年７月30日（水）14：00～15：33 

場 所：地方分権改革推進室会議室（中央合同庁舎４号館８階） 

出 席 者： 

〔地方分権改革有識者会議〕 

市川晃座長（司会）、髙橋滋座長代理、足立泰美議員、伊藤正次議員、大橋真由美

議員、後藤玲子議員、勢一智子議員、沼尾波子議員、三木正夫議員、村木美貴議

員、山下良則議員 

〔提案募集検討専門部会〕 

  大橋洋一部会長、勢一智子部会長代理、伊藤正次構成員、宇野二朗構成員、髙橋

滋構成員 

（勢一智子部会長代理、伊藤正次構成員、髙橋滋構成員は、地方分権改革有識者会議議

員と兼務） 

〔政府〕 

伊東良孝内閣府特命担当大臣、井上裕之内閣府事務次官、稲原浩内閣府地方分権

改革推進室長、平沢克俊内閣府地方分権改革推進室参事官 
議 題： 

令和７年の提案募集方式等について（重点事項に係る関係府省からの第１次回答及び

専門部会におけるヒアリングの状況等） 

 

（市川座長）皆さんおそろいになりましたので、また、時間になりましたので、ただ今か

ら、第63回「地方分権改革有識者会議」と第179回「提案募集検討専門部会」の合同会議

を開催いたします。 

  本日は、後ほど伊東内閣府特命担当大臣に御出席をいただける予定となっております。 

  なお、有識者会議の宮田議員、湯﨑議員、提案募集検討専門部会の石井構成員は所用

のため本日は御欠席となっております。 

  それでは、議事に入ります前に、事務局で今般の人事異動があったということですの

で、事務局から御紹介いただきたいと思います。 

（稲原室長）７月１日付けの人事異動で地方分権改革推進室長を拝命いたしました稲原と

申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

  日本の社会経済構造が変化した中で、地方行政における生産性を上げて持続可能な地

方行財政を実現するということ、それによって住民サービスを向上し、ひいては民間サ

ービスにもいい影響を与えるということで、当室においては非常に重要な任務を負って

いると思っているところであります。 

  したがいまして、地方団体の声、それから、本日御参加の有識者会議の先生方の御指

導をいただきながら、しっかりと取り組んでいきたいと思っておりますので、どうぞ御

指導よろしくお願いしたいと思っております。 
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  また、私のほかに幹部職員で異動がありまして、今、私の後ろに控えておりますいわ

ゆる第３班に川口が、第４班に福西が、第５班に企画官で松田と久保が着任しておりま

すので、どうぞよろしく御指導いただければと思います。 

  以上でございます。 

（市川座長）稲原室長、ありがとうございました。 

  また、これから新しく御担当になられました皆様とともにしっかり議論を重ねていき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、本日の議事に入ります。議事の令和７年の提案募集方式等について、まず、

大橋部会長から提案募集検討専門部会における検討状況の御説明をお願いいたします。 

（大橋部会長）それでは、提案募集検討専門部会における検討状況につきまして報告させ

ていただきます。専門部会では関係府省からのヒアリングを７月の３日、４日、８日に

行いますとともに、地方三団体からのヒアリングを28日に行いました。以下、その概要

を御報告し、今後の進め方についても御説明いたします。 

  関係府省ヒアリングは、６月の有識者会議において重点事項として選定いただいた37

事項のうち代表的な21事項に絞り３日間にわたって行いました。一定の進展はございま

したが、現段階では対応困難、今後の検討とされた事例も見られます。 

  また、関係府省に対しては、デジタル化や全国一律の基準の見直しにより、自治体の

負担軽減や住民サービスの確保を図るべきではないか、経由事務や国の補助金の返還に

関する市町村の肩代わりについては国・地方の役割分担の観点から見直しが必要なので

はないか。地方自治体の実態を聴取の上、地方の支障をできる限り速やかに解決するた

めに適切なスケジュールを設定して、具体的な検討を進めるべきではないかといった点

を指摘いたしました。 

  地方三団体からのご意見は、資料４－１から４－３を参照いただきたいと思います。 

  提案募集方式及び個別提案に対する御意見として、デジタル化の推進に当たって住民

の利便性向上の観点から直接国に対して手続が行えることとし、経由事務をできる限り

廃止するよう検討を求める。急速な人口減少の進展等を踏まえ、国・県・市町村の役割

分担の見直し等による事務の効率化が必要である。国への返還金に関する取扱いの見直

しについては積極的に検討いただきたいといった御意見を頂きました。今後、三団体か

らの御意見を踏まえつつ検討を進めてまいります。 

  ２つのヒアリングを通じまして現在考えておりますことを、３つの事例を素材に情報

共有させていただきます。 

  １つ目は経由事務の廃止ですが、経由という従来の仕組みは都道府県や市町村など、

住民に近い窓口を経由して国に申請を行うことを可能とするもので、市民の利便性とい

う観点から地方公共団体の事務としてこれまで位置付けられてきたわけです。しかしな

がら、オンライン化により市民がオンラインで国に直接申請ができるようになり、経由

事務の必要性が低下しております。経由を担当する都道府県や市町村にとっては二重の
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過剰な事務負担が発生しているほか、経由プロセスにより給付の受給が遅延するという

デメリットが市民に顕在化しております。 

  こうした変化を前提といたしますと、オンライン化時代においては経由事務を廃止し

て国の事務として性格付けを行うべきではないか、このような見直しは市民の利益から

見ても、また、日本全体における行政機構の効率的な役割分担という観点から見ても望

ましいものであるということを根拠といたしております。 

  ２つ目は返還金の負担問題です。市町村が支給した給付金等がやむを得ず返還困難と

なった際に、現在では市町村が単独で返還責任を負うという片側責任といいますか、危

険負担を伴うケースが多数発生しております。これは特定の事例にとどまらず、多くの

類似事例が存在する点で横展開可能な分野であることが判明いたしました。 

  こうした取扱いを見直すべき理論的根拠を考えてみたわけですが、一つには、多くの

法律を見ますと、公共が私人に対して給付を行う際には、国・都道府県・市町村がそれ

ぞれ法律上、是正権限や勧告権限を持ち、共同で執行するというのが一般的です。そう

だといたしますと、問題が発生した際にも、その責任は執行に当たった三者で分担する

のが本筋であり、市町村のみに負担を課すのは論理的に不整合であると考えます。 

  また、２つには、事務遂行に必要な経費、人件費でありますとか交通費等は財政の観

点から分担が定められています。これはいわばプラスの経費の分担です。他方、回収不

能時に負の経費が生じた場合には、同様に経費分担の原則を適用して三者が財政的に応

分に負担すべきではないかというように考えられます。省庁からは現行制度を前提に、

地方財政法や補助金適正化法を根拠に調整規定が不存在であるということから市町村

の負担とされてまいりました。 

  しかしながら、子細に見ますと、調整を定めた既存の規定というものは幾つかござい

ます。補助金適正化法にも市町村が回収努力を尽くしたにもかかわらず回収不能となっ

た場合に、市町村の責任を問わずに費用調整を行う財政面でのいわば配慮義務を定めた

条文が存在いたします。このように、この提案事例はこういった調整規定の適用外とさ

れているわけでありますが、そうであるとすれば、今申しました配慮原則の観点から欠

けている部分を補う新たな法律規定を定めていただくとか、運用を改めていただくとい

うようなことが必要ではないかと考えております。 

  ３つ目は年金と児童扶養手当の併給調整の問題です。これは育児放棄された子供につ

いて祖母が養育に至ったようなケースで、祖母が扶養に乗り出した場合には従来受けて

いた年金を受給すると、子供がこれまで受けていた児童扶養手当を併給調整により支給

停止となるものです。この理屈は稼得能力の不足を補うという点で２つの制度は目的が

重なるというわけですけれども、しかしながら、今の事例で申しますと、この２つは目

的が異なっておりまして本来は重複支給には当たらず、両方支払われるべきであると考

えられます。 

  この提案は従前の提案とは若干性格が異なりまして、財政に関わる問題を含んでいる
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ようにも見られます。しかしながら、本提案の基礎には市町村の担当職員自体が市民か

らの問合せを受けたり、審査請求を申し立てられたときに、この併給禁止の仕組みにつ

いて合理的に説明することが困難な状況が存在するという点がポイントだと思います。

内閣府の行政経験豊富な職員の方や我々委員会から見ても説明がつかない制度となっ

ております。このように、理由を説明できないような不合理な仕組みを地方公共団体に

執行させていること自体が行政運営上の大きな支障であるという観点から、この部会で

取り上げるのにふさわしい事例であるというように整理しております。 

  今回、このように従来とは異なる側面からの整理が必要な提案が複数ございました。

個別の事案を超えた普遍的な問題が含まれておりますことから、本委員会や部会が目指

す横展開を図るべき課題が明確に表れていると考えておりまして、こうした問題意識を

基に第２次ヒアリングには臨みたいと考えております。 

  今後は、本会議終了後に内閣府地方分権改革推進室から関係府省に再検討要請を行い

ます。この際、提案団体や地方六団体等からの見解と併せて、重点事項については専門

部会としての考え方や論点を明確にした主な再検討の視点も資料２のとおり、関係府省

に対して文書でお示ししたいと考えております。関係府省からは、来月の29日までに内

閣府に対して第２次回答がなされる予定ですので、専門部会としては９月中下旬に再度

関係府省から第２次ヒアリングを行い、年末の対応方針の決定に向けて議論を詰めてい

く予定でおります。 

  最後に、昨年の本段階では検討の方向性が合致している事項は必ずしも多くなく、そ

の後、最終的な取りまとめに向けて粘り強く数多くの提案を前進させて実現に至りまし

た。今年も同様に論点を整理して検討の方向性を見直していき、最終的には一つでも多

くの地方の提案に寄り添えるように専門部会としても努力してまいる所存でおります。

引き続き御支援のほど、よろしくお願い申し上げます。 

 以上です。 

（市川座長）大橋部会長、ありがとうございました。 

  続きまして、事務局から重点事項に関わる関係府省からの第１次回答の状況や主な再

検討の視点等につきまして御説明をいただきます。 

（平沢参事官）参事官の平沢でございます。私からは資料１～３によりまして、重点事項

に係る関係府省からの第１次回答及び主な再検討の視点と、主なフォローアップ案件の

進捗状況について御説明させていただきます。 

  まず、資料１は前回の６月の会議で決定していただきました37の重点事項の一覧でご

ざいます。一番右の欄の数字ですが、共同提案団体や追加共同提案団体を含めた全ての

提案団体数ということで記載をさせていただいております。 

  資料１は御紹介でございますが、具体的に資料２で御説明させていただきたいと思い

ますので、そちらをお開きください。 

  ７月上旬の３日間にわたりまして、代表的な主な重点事項につきまして提案募集検討
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専門部会の構成員の先生方による関係府省からの第１次ヒアリングを行いました。ここ

での御指摘や聴取した情報等を踏まえて、全ての重点事項について関係府省に対する再

検討の視点として資料２をまとめたところでございます。本日は時間の関係上、ヒアリ

ングを行いました代表的な事項について御説明をさせていただきたいと思います。 

  まず、１～３ページ目までになりますが、重点１の関係でございます。 

  国家資格等情報連携・活用システムの利用拡大に伴う各種申請手続における都道府県

経由の廃止を求める提案でございます。左側の関係府省からの第１次回答のところにな

りますけれども、１次ヒアリングでは、特に医師・看護師等の国家資格において、国が

効率的に審査を行える仕組みが必要であるとして、建築基準適合判定資格者といった他

の国家資格の事例も確認しながら実現可能性の高い方法を検討するとの回答がござい

ました。それに対しまして、資料右側の再検討の視点になりますが、まず、国家資格制

度については国が責任を持って制度基盤を整備すべきであること、都道府県を経由せず

にシステムを活用することで利便性の低下が避けられること、都道府県を経由せずにシ

ステムを活用することで、また、国の負担増を抑制するようにすべきであること、デジ

タル資格者証を免許証等の原本と位置付け、紙の免許証等の交付事務も不要とすること

といった観点から検討を求めるものでございます。恐縮ですけれども、主な再検討の視

点を全部上から御説明させていただくのが時間上厳しいものですから、主なところを抽

出して御説明させていただければと思います。 

  重点１の関係は以上でございます。 

  ４ページ、重点２の各種の行政手続についてオンライン化を進めることにより都道府

県・市町村経由事務の廃止を求める提案です。まず、１つ目の建築工事届等に係る経由

事務の廃止についてです。関係府省からの１次ヒアリングでは、建築工事届の情報の正

確性や届出義務履行の確保の観点から、建築主事等の経由を規定しているが、速やかに

実態調査を実施し、自治体の負担軽減策を検討するとの回答がございました。それに対

しまして再検討の視点ですが、実態把握を進めるとともに届出内容のエラーチェックを

システム上で可能とすることにより、建築主事及び都道府県による二重の経由事務を廃

止することなどを求めるものでございます。 

  続いて、５ページの精神障害者保健福祉手帳等に係る経由事務の廃止でございます。

関係府省からの１次ヒアリングでは、各手続のオンライン化の検討と併せて市町村経由

事務の在り方も含めた各種論点について、現場の実態を把握しながら検討していくとの

回答がございました。再検討の視点としましては、診断書のオンライン提出や手帳等の

マイナンバーカードとの一体化などの論点や、経由事務を廃止した場合に手帳の交付状

況等の情報を市町村に共有できる方策について検討を求めるものです。 

 続きまして、14ページ、重点４で国への返還金に関する取扱いの見直しでございます。

こちらは国の補助金等に関して事業者の不正等に起因した返還金に関する取扱いにつ

いて見直しを求めるという提案でございました。まず、１つ目の自立支援給付費に関す
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る提案でございます。関係府省からは補助金適正化法に基づいた対応のため見直しは難

しく、不正の未然防止の観点から対応していきたいとの回答がございました。再検討の

視点としては、やむを得ず発生する未収納額の全てを市町村が代わりに返還しなければ

ならないのは法の不備と考えられること、不納欠損額を返還不要とする介護給付費など、

他の制度との整合性、また、国または都道府県においても事業者に対する調査または監

督・指導ができること、それから、自立支援給付費等は法律上、国が進んで経費を負担

するものとされており、返還金について国も必要な負担を負う責任があると考えられる

ことといった点から、返還金の取扱いの見直しを求めるものでございます。 

 15ページ、診療報酬返還金についての提案でございます。関係府省からの１次ヒアリ

ングでは、現行の取扱いの変更は難しく、返還については毎月の診療報酬請求との相殺

で回収しきれるはずであるとの回答がありました。 

 再検討の視点としましては、先ほどの提案ですが、自立支援給付費等と同様の視点で

返還の取扱いの見直しを求めるほか、医療機関の破産等により相殺ができない場合があ

ることを踏まえ、不納欠損となる部分の返還の免除について検討を求めるものでござい

ます。 

 次に、16ページの災害援護資金に関する提案でございます。関係府省からは災害援護

資金制度は返済を前提とした貸付制度であること等の理由から、返済免除の要件緩和は

困難であること、また、東日本大震災の特例についても災害規模を踏まえて創設したも

のであるとの回答がございました。再検討の視点としては、都道府県・国が貸付原資を

負担していることや、災害対策基本法において災害に係る経費負担の適正化について規

定されていることなどから、都道府県・国で危険負担を負うべきであること、また、東

日本大震災の特例について通常の災害時にも適用されるよう制度を見直すことについ

て検討を求めるものでございます。 

 続きまして、19ページ、重点５の都道府県知事が資格付与者となっている国家資格に

ついて資格付与に関する事務の移管等を求める提案でございます。まず、19ページの行

政書士についての提案でございます。関係府省からの１次ヒアリングでは、試験事務を

総務大臣が行うこととすることについては、制度のこれまでの経緯や関係者の意見等を

踏まえた議論を要するが、都道府県の負担軽減のため、指定試験機関に合格の決定を委

任可能とすることを検討するとの回答がありました。再検討の視点としては、国家資格

制度については国が責任を持って制度基盤を整備すべきであること、他の国家資格の例

を踏まえ、合格の決定を含む全ての試験事務の委任を可能とすることを求めるものでご

ざいます。 

 続きまして、21ページの調理師についての提案でございます。関係府省からは国が事

務を実施した場合に、都道府県ごとの窓口の減少や国の事務の大幅な増加により利便性

や効率性の低下が懸念されることから実現をすべきではないとの回答がありました。再

検討の視点としては、国や外部団体等が各種事務を行うことについて、関係者の意見や
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国家資格等情報連携・活用システムの活用による負担軽減の効果も踏まえた検討を求め

るものでございます。 

 続いて、21ページの全国通訳案内士についてです。関係府省からは法に定める禁止行

為に違反した際の指導・取締りについて、都道府県が都道府県警と迅速に連携していく

必要があることから、都道府県において資格登録をすることが適切であるとの回答があ

りました。再検討の視点としては、先ほどの調理師と同様の視点から見直しの検討を求

めるものでございます。 

 続きまして、26ページの重点７のマイナンバー制度等における情報連携の活用によっ

て申告書の提出を不要とする見直しを求める提案でございます。１つ目は公営住宅の家

賃決定に係る収入申告書提出の省略でございます。関係府省からの１次ヒアリングでは、

低廉な家賃で公営住宅に居住することは公的給付を受けることと同視できるため、入居

者からの申告を原則としているが、制度的にどのような対応ができるかという点も含め

て検討していきたいとの回答がありました。再検討の視点としては、低廉な家賃で居住

を希望する際の申請主義の原則は家賃決定に際してまで重ねて及ぼす必要性はあるの

か、情報連携により収入状況が把握できる現状を踏まえ、収入申告書の提出は省略が可

能ではないかといった観点から検討を求めるものでございます。 

 続いて、27ページの不動産登記事務に係る戸籍証明等の公用請求への戸籍情報連携シ

ステムの活用についての提案です。関係府省からは法務局における処理体制の実情を踏

まえつつ、法務局への事務の集約による公共事業等の円滑な実施への影響等、市区町村

の事務負担の軽減とのバランスを取ることができる現実的な仕組みを検討することが

必要との回答がございました。 

 再検討の視点としては、国・地方を合わせた社会的なトータルコストを軽減させるべ

く、法務局内の部局間での公用請求の実現等について検討を求めるものでございます。 

 続いて、29ページの重点８の個人の住所に係る告示等の見直しを求める提案でござい

ます。関係府省からは個人情報の保護の要請の観点も十分踏まえて検討していく必要が

あるとの回答がありました。再検討の視点としましては、法改正を視野に入れた早期の

検討を求めるということにしてございます。 

 続きまして、32ページ、重点９の土地開発公社等の解散に伴う清算手続における公告

回数の見直しを求める提案でございます。関係府省からは土地開発公社について令和８

年の通常国会の法改正を視野に入れて検討するとの回答がありました。再検討の視点と

しては、同様に提案の対象となっている地方道路公社等も含め、実現に向けた検討を求

めるものでございます。 

 続きまして、33ページ、重点10の租税特別措置に関する市町村長による確認事務の見

直しを求める提案でございます。関係府省からの１次ヒアリングでは、空き家等の実態

調査と本確認事務とで実施する内容は確かに異なるものの政策の方向性は同じである

ため、当該事務は市町村が行うことが適当との回答がありました。 
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 再検討の視点としましては、当該事務については形式的な書類のチェックであり、税

制特例の適否に関わるものであること、また、法律等の明確な根拠がなく、省令で市町

村に事務を課していることから、税務署への事務移管について検討を求めるものでござ

います。 

 35ページ、重点11の保険資格の切替え・得喪時に係る手続や制度の見直しを求める提

案です。まず、特定疾病療養の認定についての提案です。関係府省からの１次ヒアリン

グでは、医療保険を切り替えた際の特定疾病療養の認定については、各保険者が医師の

診断した疾病にかかっている事実を改めて確認の上認定する必要があり、情報連携によ

り他保険者が認定した事実に基づいて認定するような取扱いは困難との回答がござい

ました。 

 再検討の視点としては、住民負担を強いている医師の意見書の再度の提出を不要とし、

前の保険者の認定を引き継げるようにすることや、現在進められている医療DX施策の中

で疾病事実を確認できる方策について検討することを求めるものでございます。 

 続いて、36ページの国民健康保険料の軽減判定についての提案でございます。関係府

省からは、課題の解決に当たっては資格の重複を解消する等の対応が考えられるが、そ

れにより資格管理や給付に係る影響を慎重に検討する必要があるとの回答がありまし

た。再検討の視点としては、資格の重複を解消せずとも新たに調整規定を設けることで

支障解決が可能と考えるため、再検討を求めるものでございます。 

 続きまして、37ページの社会保険の同月得喪に関する提案でございます。関係府省か

らは保険料を徴収していない者に対して保険給付を行う可能性が生じることは問題で

あり、その結果、他の被保険者が負担する保険料の引き上げにつながることから適切で

はないとの回答がございました。再検討の視点としては、厚生年金においては平成27年

に同様の主張を見直していることから、健康保険においても同様の仕組みや日割り計算

を導入する等の方策について検討を求めるものです。 

 続いて、42ページ、重点16の障害者支援施設における設備基準等の見直しを求める提

案です。関係府省からは障害者支援施設としてのサービスの質を確保する等の理由から

従うべき基準、または標準とすべき基準を参酌すべき基準とするのは適切ではないとす

る一方、中山間地域等においては実態や関係者の意見等を踏まえながら検討していく必

要があるとの回答がありました。再検討の視点としては、改めて参酌基準化の検討を求

めるほか、厚生労働省における2040年に向けたサービス提供体制等の在り方検討会の議

論を踏まえ、今後、社会保障審議会障害者部会等において自治体の声も含めた具体的な

議論を求めるものでございます。 

 続いて43ページ、重点17の介護職員初任者研修における通信学習方式の学習時間の取

扱いの見直しを求める提案です。関係府省からの１次ヒアリングでは、新型コロナウイ

ルスの影響下での臨時的な取扱いが継続しており、都道府県の判断で演習を含めて全て

通信学習で実施できること、その実施状況を踏まえた上で、支障がなければ恒久化を含
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めて検討するとの回答がありました。再検討の視点としては、恒久化を検討いただくと

ともにオンライン研修の在り方に関する技術的な検証の実施等についても検討を求め

るものでございます。 

 続きまして、44ページ、重点18の福祉サービス第三者評価事業における都道府県ごと

の認証手続・評価調査者養成の見直しを求める提案です。関係府省からの１次ヒアリン

グでは、全国社会福祉協議会との話し合いを行いつつ、どのような見直しが可能かも含

めて検討するとの回答がありました。 

 再検討の視点としては、担い手不足が進んでいることから早急な対策が必要であると

して、全国推進組織による全国基準での認証・研修の実施と、他の都道府県の認証を自

都道府県において有効なものとして取り扱うことについて検討を求めるものでござい

ます。 

 続いて、重点19の建替えを伴わない団地集約の場合においても公営住宅の明渡請求を

可能とするよう見直しを求める提案でございます。関係府省からの１次ヒアリングでは、

建替えを伴わない団地集約が借地借家法第28条の特例として位置付けるほどの公共性

があるのか慎重に検討する必要があるとの回答がありました。 

 再検討の視点としては、入居者の居住権の保障等を前提に公営住宅の老朽化、入居者

の居住の安定性、跡地利用の合理性等の条件を総合的に勘案した上で、建替えを伴わな

い団地集約を借地借家法の特例で位置付けることについて検討を求めるものでござい

ます。 

 続いて、48ページの重点21、児童扶養手当の算定における公的年金等の控除の見直し

を求める提案です。関係府省からは児童扶養手当と公的年金は稼得能力の低下に対する

所得補償という同一の性格を有しており、同一の人物に対する重複した所得補償を避け

る観点から制度改正は困難との回答がありました。再検討の視点としては、障害基礎年

金等と同様に稼得能力の低下に対する所得補償という性格を維持した上で、子の加算部

分に限定して控除を行う併給調整方法に見直すことについて検討を求めるものでござ

います。 

 続いて、49ページ、重点22の前任の教育長が辞職した場合等における補欠の教育長の

任期に係る残任期間の規定の見直しを求める提案です。関係府省からは教育長も教育委

員会の構成員であり、毎年委員の一部を解任する原則が適用されることや、他の行政委

員会の規定も踏まえ、慎重な検討を要するとの回答がありました。再検討の視点として

は、教育長は教育委員とは異なる職であり、また、その任期は教育委員とは異なるため、

当該規定をなくした場合でも教育行政の継続性・安定性の観点では大きな影響はないと

考えられることや、他の行政委員の残任規定の趣旨については教育長には当てはまらな

いと考えられることから再検討を求めるものです。 

 続いて、54ページ、重点27の国民健康保険関係事務の見直しに係る提案です。国民健

康保険給付費等交付金の直接支払いに関する提案でございます。関係府省からは現行規
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定で対応可能であるため、各自治体の判断において適切な方法で実施されたいとの回答

がありました。再検討の視点としては、市町村の事務負担の軽減に加え、都道府県にと

っても支払先を集約するメリットが想定されるため、効率化に向けて国が主導して見直

すことについて検討を求めるものです。 

 55ページの高額療養費の支給申請手続の簡素化についてです。関係府省からは、簡素

化については滞納者との接触の機会が失われる等のデメリットがあるため、その実施に

ついては保険者の判断によることとしており、省令による全国一律の制度とすることは

困難であるとの回答がありました。再検討の視点としては、滞納者との接触機会の課題

に関しては、令和６年に短期証交付に代わる未納者との接触機会手段の創設として提案

があり、その対応方針に沿って厚生労働省で別途検討されるべきものであること、また、

全国一律で被保険者が簡素化の利便性を早期に享受できるようにすべきことから再検

討を求めるものです。 

 続いて、60ページ、重点31の社会福祉主事の任用資格要件の緩和を求める提案です。

関係府省からは、令和７年度調査研究事業において有識者による検討会を開催した上で

結論を得る予定であるとの回答がありました。再検討の視点としては、現行要件が現場

の実態に即していないと考えられるため、実務経験を勘案することを含め、資格要件の

在り方そのものから検討すること、また、検討会には有識者だけではなく、地方公共団

体の関係者を加えること等を求めるものです。 

 続いて、61ページ、重点32の導入促進基本計画の廃止を求める提案です。関係府省か

らは他の既存計画との統廃合や計画策定期間の見直しは困難であるものの、既存の総合

計画の記載を活用した効率的な記載例を示すなど、市町村の事務負担の軽減につながる

方策について検討したいとの回答がありました。再検討の視点としては、ナビゲーショ

ンガイドを踏まえ、導入促進基本計画の在り方を見直し、計画の廃止や計画に代わって

告示等の形式で対象事業等の限定をするなど、計画によらない形式での対応について検

討を求めるものでございます。 

（市川座長）今、御説明いただいているところですが、伊東大臣にお越しいただきました

ので、早速ですけれども、御挨拶をいただきたいと思います。 

（伊東内閣府特命担当大臣）皆さん、暑い中、御苦労さまでございます。担当大臣の伊東

良孝でございます。 

  皆様におかれましては、日頃から地方分権改革の推進に大変な御尽力を賜り、心から

厚く御礼を申し上げる次第であります。 

  特に提案募集検討専門部会におかれましては、関係府省、あるいは地方三団体からの

ヒアリングを行い、精力的に御議論いたいただき、重ねて御礼を申し上げる次第であり

ます。 

  本日は、令和７年の提案募集につきまして関係府省からの第１次回答の状況を踏まえ、

今後の進め方等を御審議いただくことといたしております。政府といたしましては６月
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13日に閣議決定をされました経済財政運営と改革の基本方針2025及び地方創生2.0基本

構想におきまして、持続可能な地方行財政に向けて経由事務の廃止やデジタル技術の活

用といった事務の簡素化・効率化を進め、地方分権改革に取り組むことを決定したとこ

ろであります。 

  これまでのところ、各府省との間で検討の方向性が合致している事項もあれば、そこ

までにはまだ至っていない事項もあると承知をいたしております。今後、私から各大臣

に対しまして、提案の最大限の実現へ向けまして強力なリーダーシップを発揮していた

だくようお願いを申し上げ、また、調整を加速してまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

  皆様におかれましても、なお一層の御尽力をよろしくお願い申し上げ、本日も活発な

御議論をお願い申し上げる次第であります。どうぞよろしくお願いいたします。暑い中、

本当に御苦労さまでございました。 

（市川座長）伊東大臣、ありがとうございます。 

  お忙しいところ、お越しいただきまして感謝を申し上げます。これから公務がまだお

ありということで、伊東大臣はここで御退席されます。 

（伊東内閣府特命担当大臣）ゆっくり話をお伺いできればよかったのですけれども、今日

は立て込んでおりまして、この後またすぐ、万博の担当大臣もやっているものでありま

すから、大阪に飛ばなければならず、なかなかゆっくり皆様とお話しできなくて申し訳

なく思う次第であります。どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 

（伊東内閣府特命担当大臣退室） 

 

（市川座長）ありがとうございました。 

  それでは、引き続き事務局から説明をお願いしたいと思います。 

（平沢参事官）63ページの重点34の離島活性化交付金等事業計画の廃止を求める提案でご

ざいます。関係府省からは離島活性化交付金等事業計画は、離島振興のソフト施策の全

体像を明らかにするなど、離島振興施策の総合的かつ着実な推進を担保していることか

ら廃止は難しく、また、当該計画と各交付金等の事業計画書等の一体的策定については

作成主体が異なるといった理由から困難との回答がありました。再検討の視点としては、

ナビゲーションガイドを踏まえ、離島活性化交付金等事業計画と上位計画の離島振興計

画の一体的策定を可能とするなど、離島振興に係る３種類の計画の統廃合等による負担

軽減を求めるものでございます。 

 続いて、64ページ、重点35の都市計画法に基づく市街化区域の設定を土地利用の実情

等に即して柔軟に設定可能とすることを求める提案です。関係府省からは人口フレーム

方式を基本としつつも、市街地における土地利用の現状及び将来の見通しを総合的に勘

案して都市的土地利用の適否を判断する等の柔軟な運用を妨げるものではないとの回
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答がありました。再検討の視点としては、人口減少化においてどのような区域区分を行

っていくことが望ましいかという観点で、柔軟な運用に該当するような人口フレーム方

式のみによらない考え方や具体的なモデルについて提示・周知を求めるものでございま

す。 

 重点36の廃棄物の処理及び清掃に関する法律第23条の５の「関係行政機関への照会等」

と同等の調査権限を市町村長にも付与することを求める提案でございます。関係府省か

らは、現行法令下においても個人情報保護法第69条の第２項第３号に基づき、相当の理

由があるときなどには保有個人情報を提供することが可能であるとの回答がありまし

た。再検討の視点としては、個人情報保護法のガイドラインでは慎重な検討を行政機関

に求めており、市町村において本件に関する統一的な解釈がなされず、情報提供が行わ

れないことが想定されるため、一般廃棄物を取り扱う市町村についても都道府県と同様

に関係行政機関への照会等を可能とすることについて、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律に明記するよう検討を求めるものでございます。 

 以上が主な再検討の視点でございます。 

 本日、分権室から関係府省へ再検討要請を行う際に、提案団体等からの見解とともに

これを関係府省に示し、これらを踏まえた検討を要請させていただく予定でございます。

なお、重点事項も含めて内閣府と関係府省との間で調整を行う355件の提案に対する関

係府省からの１次回答や、それに対する提案団体からの見解については参考資料として

配付をさせていただいております。 

 続きまして、資料３は、６月の会議で御報告させていただいた重要なフォローアップ

案件につきまして、前回からの状況の変更があったものについて資料中で赤字修正をさ

せていただいておりますので、そこを中心に御説明させていただきたいと思います。 

 まず、１ページ、左側の１番の犬の所在地を変更した際の市町村間の通知等の電子化

についてでございます。厚生労働省において昨年度実施しました実態調査の結果、犬の

登録原簿の市町村間の送付の約９割が郵送で行われていたことから、電子メールでの送

付が可能であることを８月目途に再周知する予定となっております。また、電子メール

によらないオンライン化も含めた検討につきましては、令和７年度中に結論を得ること

となっております。 

 ２番目の狂犬病予防法上の犬の登録手数料及び動物愛護法上の犬猫のマイクロチッ

プの登録手数料の同時徴収によるワンストップサービスへの参加促進についての提案

でございますが、令和７年度中にシステム改修を行うため、環境省において犬のマイク

ロチップ情報登録システムの改修業務を請け負う業者を調達したところでございます。 

 ３番のマイクロチップ情報の使用目的の範囲拡大についてですが、環境省において令

和７年３月に自治体向けのQ&Aを改訂し、犬と猫のマイクロチップ情報登録において収

集した個人情報が利用可能な事務の範囲を可能な限り明確化し、その運用に当たっての

留意事項を追加しました。また、令和７年度中に結論を得ることとしている施行規則に
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基づく情報提供の在り方に係る検討については、自治体からの意見を精査している状況

でございます。 

 続きまして、４ページの10番、短期証交付に代わる未納者との接触機会・手段の創設

についての提案です。こちら令和８年度中に結論を得ることとなっているところ、短期

証廃止により支障が生じた事例等を把握するため、本年６月に厚生労働省から自治体へ

アンケートを発出し、調査を行っているところでございます。 

 最後に12番、大気汚染状況の常時監視測定局数の算定に係る基準の見直しについてで

すが、令和７年度中に事務の処理基準の見直し方針について結論を得ることとなってい

るところ、令和７年の４月・５月に有識者からヒアリングを実施し、現在はその有識者

による検討会の設置に向けて実態の把握や論点の整理を行っている状況でございます。 

 資料３の説明は以上でございます。 

 私からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  専門部会、事務局をはじめ、関係者の皆様には本当に熱心に議論の取りまとめをいた

だいておりますことを感謝いたします。 

  それでは、ただいまの事務局からの御説明に対しまして御意見や御質問ある方は御発

言をお願いしたいと思いますが、これからお呼びする議員・構成員の皆様のお名前は原

則としてさん付けでお呼びさせていただきたいと思いますので、どうか御了承のほどお

願いいたします。オンラインの皆様は手を挙げていただいても結構ですけれども、手挙

げボタンをお願いしたいと思います。それでは、御発言をお願いいたします。 

  それでは、山下さん、お願いします。 

（山下議員） 先週資料をいただいて、すごい項目があるので全部は目を通せていないの

ですが、実はこれだけの検討をどうやってヒアリングされているのかホームページで見

たのです。先ほど大橋部会長がおっしゃいましたけれども、３日間、長い日は６時間ぐ

らいずっと省庁とヒアリングをされていて本当に有り難いし、先ほど大臣がおっしゃっ

たみたいに、１つでも２つでも実行に向けて進めていかないとなと思った次第です。ま

とめも含めて事務局の方々も本当に感謝を申し上げたいと思います。僭越ですけれども、

３つほど、私がすごく気になっているところについてお話をさせていただきます。 

 まず、経由事務の件については、これからまだまだ各省庁との個別の調整はとても必

要だと思うのです。方向性は大体そちらに向いているようには思うのですけれども、経

由事務の基本的な考え方、先ほど大橋部会長が触れられたところをしっかり押さえてお

かないと一個一個の議論にどんどん入ってしまう。１回目の回答をざっと見ると、都道

府県や市町村が必要な情報を把握するために経由事務が必要であるというのが数回出

てくるのですけれども、それは別に経由事務をやらなくても把握できるでしょうという

のは誰もが分かるなと、準備やシステムを共有化するとか、いろいろあると思うのです

が、これはやっていかないと、経由事務がいわゆる情報収集のためというのはいかがな
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ものかと、それが回答として出てくるというのは、我々の進めていること、地方の実態

をまだまだ理解されていないのかなと思った次第です。 

 ２つ目は、11ページで土地に関する届けのオンライン化及び市町村の経由の廃止とい

うところを読んでいて、これは我々民間事業者が市町村をまたいだ事業をやるときに、

例えば５市町村をまたぐ事業は全部に出さないといけないという現状を早く何とかし

ないといけないと思います。私は市川座長と経済同友会で地域共創委員会をずっと進め

ていて、地域の経済同友会の企業も市町村ごとの申請は様式もいろいろ異なるのですと、

だから、同じプロジェクトでも違う様式に３か所に書くというのは、はっきりいうと手

間であるというのは数年前から議論が出ている話なので、ここについては必ず実行を進

めていきたいと思った次第です。 

 最後になりますけれども、介護職員の初任者の研修について通信学習の弾力化という、

この省庁の第１次回答も当面の間継続するというコロナの時の特別な取扱いが出てい

るのだから、それを使ってやればいいではないのという回答が出ているのです。それで

ももう５年ぐらい当面の間が続いているので、ここで検討の方向性に書いてあるように、

恒久的な制度として再設計をするというタイミングが来ているにもかかわらず、暫定の

ルールが出ているので上手に使ってくださいということについては、全然受け入れられ

ないという感じがします。 

 コロナ禍になって弊社もすごい勢いで働き方が変わっていって、当時私は社長だった

ので2020年10月にはMy Normalという働き方をとにかく標準化していこうという社内の

ルールを出しましたし、１年後に、今度はOur Normalといって、それぞれの組織がどの

ようにその組織でアウトプットを出していくかということを我々の仕事のやり方とし

て標準化してくれというのを出しています。 

 そういう意味では、暫定のまま５年すぎるということについての姿勢を早く変えてい

かないといけないと思った事例で、検討の右側の欄は読むごとにそうだよなということ

が書いてあったので、私自身がそれを後押しすることができるかどうか分からないので

すけれども、この有識者の会議としてとにかく強く進めていくべき項目だと思っていま

す。 

 以上です。ありがとうました。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  それでは、髙橋さん、お願いいたします。 

（髙橋座長代理）髙橋でございます。私は第１次地方分権以来、社会情勢や産業人口構造

が変化した中で、国・地方関係の再定義をボトムアップで進めていく観点から作業を進

めてまいりました。現時点においては、それから更に進んで地方自治法に規定されてい

る役割分担原則を今日的な状況の中で再解釈していく段階に来ているのではないかと

今思っている次第でございます。 

 地方分権改革の前は総合行政主体としての地方公共団体が、権限も事務も不足してい
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た。そういう中で、国は、経由事務とか、国家資格の管理とか、発給とか、そういうよ

うなもの、ある意味では下請的な事務を地方に構造的に押し付けてきたのではないかと

思っています。 

 地方の側も事務・権限が不足している中で、問題意識を考えずにそういう押し付けを

受け入れてきたのではないかと思っています。今回のヒアリングを通じてそういう構造

が明らかになったことを実感した次第です。 

 これまでの地方分権の作業は総合行政主体としての地方公共団体の事務を獲得して

いく方向に目が行ってきたと思いますけれども、押し付け的な事務を再整理し、国家と

して事務を効率化していくという視点はなかなか前面に出てこなかったのではないか。

そして、これが社会情勢の変化の中ではあらわになってきたのではないか、と思ってい

ます。 

 そういう観点で、もとより支障の解消が地方分権における提案募集方式の原点である

ことは間違いないのですけれども、山下議員もおっしゃいましたが、時代の流れのマク

ロな視点の中で作業を進めていくと方向性において、大橋部会長が先頭に立っておられ

ます。そして、私もこのような観点から２次ヒアリングに参加していきたいと思ってい

ます。 

 以上でございます。 

（市川座長）ありがとうございました。 

 それでは、オンラインで三木さん、お願いいたします。 

（三木議員）市長会の関係で出ております三木と申します。よろしくお願いします。 

 先ほど大橋部会長さんが３点についてお話をしてくださったのですが、これは正に市

の本当に密接な課題についてお話をいただいたと思っています。経由事務の関係だとか、

返還金の関係、それから、扶養手当等をどうするかということなのですけれども、正に

今申し上げましたように、市町村にとって非常に重要な課題なのですが、今までこうい

うことについてなかなか意見を言う機会がなかったものですから、今回こういう形で分

権会議でやっていただいて、しかも事務方の方が非常に詳しく、例えば各省庁とやって

いただいたことは大変有り難く思っております。 

 各省庁とやるときにも、主な再検討の視点という形でもう一度投げかけてもらったこ

とが非常に有り難いと思っております。今、髙橋座長代理がおっしゃったように、今ま

で地方への押し付けの部分が正直ありまして、市町村長はそれを受けていて特に問題が

なかったということで、残念ながら更に押し付けになっていた。ただ、国だとか、そう

いうところは押し付けという観点はなかったと思いますけれども、うまくこなしていた

ものですから、特に問題はないだろうということであったと思います。 

 ただ、今のような人口減少だとか、地方は職員採用が大変な時代になる、また、専門

性が必要になるということになりますと、この３点につきまして、きちんとやっていた

だければ大変有り難いと思います。 
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 そして、今のお話のようにデジタル化だとか、コロナがありましたので、これを一つ

のベースとしてしっかり取り組んでいただきたいなと感じました。 

 ３点につきましては、どうしても階層性、国・県・市町村という階層のシステムがあ

るという前提になっていたと思いますけれども、DXの時代ですので、是非そういう面か

らも見直していただければと思っております。 

 それから、今、山下議員がおっしゃいましたように、組織の統一についても是非お願

いをしたいと思っています。後ほど説明があろうかと思いますが、市長会でも出してお

りますけれども、それぞれの市町村レベルで様式が違うこと自体、住民にとって非常に

不便ですので、そういう面で様式の統一をすることによって、非常に民間の事務の手助

けになるのではないかと思っています。 

 それから、一つだけお願いしたいことがありまして、重要なことなのですけれども、

都市計画の市街化区域の見直しなのですけれども、理由を見ますと、市街化区域を拡大

すること自体が非常に財源的な問題が生じるということが書いてございます。これは高

度成長時代の話でありまして、今、例えば市街化区域を広げるに当たっても、水道だと

か下水だとか、そういうところにないところを市街化区域に入れることは、市町村行政

にとって負担になりますので、今ある下水だとか道路だとか上水道も含めて、全部そう

いうのが整っているところを市街化区域に入れてほしいということになります。人口減

少時代にあって市街化区域が狭いということは、人口増加をするためにも支障になって

おります。 

 また、宅地等を持つことによって、家族構成によって子供の数が増えてくるというこ

ともございますので、市街化区域については今申し上げましたように高度成長時代に非

常に乱開発等が行われたのを前提としての制度だと思いますので、そういう点について

も是非見直していただければと思っております。先ほどお話のありました重点35の関係

でありますけれども、よろしくお願いします。 

 以上です。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  続いて、勢一さん、お願いします。 

（勢一部会長代理）勢一です。私も提案の部会に携わりましたので、１次ヒアリングまで

の感想と２次ヒアリングに向けて意識したいことを３点ほど申し上げたいと思います。 

 １点目は、府省からの回答の中で、現行法の規定や制度を前提として対応が不可であ

るとか、十分な回答が得られないというようなことがありました。これは特に大橋部会

長がおっしゃったのですけれども、経由事務とか国への返還金の例などは典型だったと

思います。現行の法制度が不十分であれば、それを改正していくということ自体も、分

権、そして、提案募集の重要な役割ですので、そういう点では、現行の法制度は現代に

おいてなお制度体制として合理性があるのかというようなところは、丁寧に確認をして

議論をしていく必要があると思いました。 
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 ２点目も１点目の続きになりますけれども、現行制度の下で行われている事務の在り

方が問われている。そして、その負担先、どこが負担すべきなのかというようなことが

問われているのは、例えば経由事務もそうですし、戸籍証明書等の公用請求について議

論になって、重点７も正にそうだったと思っております。重点７の戸籍証明書の点につ

いては法務局における処理体制の事情が強く述べられたわけですけれども、現在の状況

はそうであったとしても国側にも工夫の余地はあるはずで、むしろ変えていくことを考

える必要があるのだろうと思っています。 

 そういう点では、国と地方を通じて、更に先ほど山下議員からも御発言がありました

けれども、制度利用者の住民とか事業者にとっても、そうした全ての主体を含めた社会

的なトータルコストを軽減していくことを大きな視点として見ていく。そのような改善

提案を進めていくのも重要であろうと思いました。 

 ３点目、人口減少も進み、それだけではありませんが、もともと地域の特性が違うと

いう、地方公共団体によって事情が異なるという場面がいろいろな分野で出てきていま

す。そういう点では、そうした事情が異なる自治体の多様性をしっかり制度が受け止め

られるようにすることが必要なのだろうと思います。特に離島活性化交付金等の事業計

画の廃止が議論になった重点34、ここはヒアリングの際に担当府省は長崎県を例に説明

してくださったのですけれども、日本で一番離島が多い長崎県の事情と佐賀県のように

離島が限られている自治体では異なる取扱いが柔軟に行われるような法制度であるべ

きだと、計画の議論でしたけれども、そのように改めて考えたところです。 

 第１次地方分権から進められてきた一律の分権が実現し、その次のステップで行われ

ているのが今の提案募集というスキームになります。ですので、多様な自治体の皆さん

がそれぞれのニーズをしっかり実現できるように、そうした声に丁寧に寄り添いながら

議論をしていくのが改めて大事だということを確認したところです。 

 引き続き提案団体の皆様、そして、事務局の皆様に御支援をいただきながらしっかり

議論をしていきたいと思います。どうもありがとうございました。 

（市川座長）ありがとうございます。 

 それでは、谷口さん、いかがでしょうか。 

（谷口議員）本当に大変な気候の中、毎年提案募集検討専門部会の先生方、また、関係府

省の皆様、そして、事務局の皆様が一体となって毎年毎年丁寧に御議論していただいて

いることに本当に深く感謝いたします。また、もとより提案をしてくださった自治体の

皆様に感謝する次第です。 

  毎年本当に勉強になるのですけれども、今回もお話を伺っていて、この提案募集方式

の枠組みがあることによって、今の地方自治とか住民の課題が浮き彫りになるというか、

それを学ばせていただいております。そして、このプロセスによってよりよい解決策を

多視点で探っていかれるという非常に丁寧なプロセスを積み重ねていらっしゃること

に本当に敬服する次第です。 
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  先ほど大橋先生からもお話があったように、例えば高齢の祖父母が孫を養育するよう

な場合の年金と児童手当の同時受給とか、そういった問題も自治体の問題というよりは

住民の負担や課題の問題なのでしょうけれども、今の地方自治の現場の課題という面に

おいては、そういう課題もあるのかと非常に勉強させていただく次第です。 

  それぞれの課題が一つ一つ重たい、難しい問題であることを学ぶと同時に、大枠とし

て国が地方自治体を経由してというのでしょうか、様々な府省で予算があって、具体的

なこの仕事をするためにこの予算を作るので地方自治体でやってください、その地方自

治体は適正にそのお金を使ってください、実施できない場合は返してくださいとか、問

題があった場合には返還するとか、そういった問題が指摘されていると、そういった具

体的な間接的なやり方の仕事というのが丁寧である反面、お互いに物すごく手間がかか

っているというか、非効率的な部分というのでしょうか、自治体は自治体で様々な府省

から具体的に言われてくる仕事を行う必要もあるし、国も自治体がしっかりとそれをや

ってくれているかどうかをカバーしていくというか、捕捉する必要もあって、お互い丁

寧なのだけれども、みんなが大変だというところがある。 

  今、社会的には基本的には直接性が重んじられるようになってきているので、国が何

か具体的な、特にコロナですとか災害ですとか、時限的にすぐに対応しなくてはいけな

いようなことについては、国が直接に行うとか、あるいは財源を移譲した後は自治体に

任せるとか、そういった形で効率化を図っていただくことが模索されることが示唆され

ているのかなと思います。こういった形で今回も非常に勉強させていただきました。引

き続きよろしくお願いいたします。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  それでは、ほかにいかがでしょうか。専門部会の皆様にはいろいろと御尽力いただい

ておりますけれども、伊藤さん、いかがでしょうか。 

（伊藤議員）既に皆様から御意見がございましたけれども、私も１次ヒアリングを担当い

たしましての簡単な感想だけ述べさせていただきたいと思います。 

 先ほど髙橋座長代理からもお話がございましたとおり、今回、経由事務の問題にして

も国への返還金の問題にしても、今まで日本の行政というのは全体としてはすごく少な

い資源で効率的に業務を行うということを目指してきたといいますか、ほかの国に比べ

ても人的な資源はすごく少なくて、様々な活動をしてきたということなのです。 

 その中で、国と地方の役割分担の中で、地方が国のある種出先といいますか、国の事

務を地域で執行する役割を相当担ってきたということがあるわけです。ただ、人口減少、

あるいは人手不足の中で、これから行政資源が国も地方も、あるいは民間もどんどん少

なくなっていく中で、今までどおりのやり方はかなり限界に来ているというのが今回の

提案を議論する中で改めて浮き彫りになったと思います。 

 今までどおりの業務量で国が自治体にいろいろとお願いをする形で行うというのは

かなり厳しい。デジタル技術を活用したり、あるいは仕事自体をもう一度見直していく
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というようなことも含めて今回検討する必要があるということが改めて分かったと思

います。自治体からの提案という形で今回は出てきておりますけれども、これを機会に

国も含めて行政全体の負担、あるいは業務量をどのように見直していくかということに

もつなげていく必要があるのではないかと思いました。 

 ちょっと抽象的ですけれども、私の感想は以上です。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  宇野さん、お願いいたします。 

（宇野議員）私も１次ヒアリングに参加させていただきましたので、簡単に感想を述べた

いと思います。ヒアリングさせていただいた中では、経由事務の関係など、関係府省の

体制の不備と申しますか、今まで地方公共団体とともに融合的にやってきたということ

が前提にあることによって、なかなか分権を受けがたい、今回、分権というか、集権を

受けがたいというような状況にあることが浮き彫りになったと思います。 

 その際、ヒアリングの中で感じましたのは、デジタル化ということについてまだまだ

浸透しきっていない状況なのかなということです。デジタル化を前提に考えてみれば、

先ほど勢一部会長代理のお話もありましたとおり、国・地方の執行の合理化ということ

が可能になるのだろうと思うわけですが、まだデジタル化ということが前提になってい

ないと感じますので、もっと国を挙げてデジタル化をしっかり深めていくことで、今回

の分権提案の議論もいよいよ深まっていくのかなと感じたところです。そうした視点を

持ちながら２次ヒアリングに臨みたいと思うところです。 

 もう１点が、関係府省と提案団体との間の温度差がすごく大きいと感じたところです。

と申しますのは、人口減少問題であったり、地方創生とか、いろいろな政策課題は国・

地方を通じて課題解決をしていかなくてはいけないことだと思うのですが、関係府省に

おかれましては今抱えている法律の建付けであったり、その解釈ということが重要にな

っているのだろうなと感じるところです。 

 国・地方を通じて政策課題を解決しなくてはいけないのだという中では、現行制度で

も可能だとか、現行制度でも似たことができるから問題ないのではなく、地方団体側が

使いやすい制度につくりかえていく必要があるのではないかという視点も強調しなが

ら、２次ヒアリングに臨みたいと思ったところです。 

 以上です。 

（市川座長）宇野さん、ありがとうございました。 

  それでは、オンラインの足立さん、お願いいたします。 

（足立議員）甲南大学の足立です。今回、専門部会の皆様、また、提案をしていただきま

した自治体の皆様、そして、事務局の皆様、まず何よりも現場で直面する課題に真摯に

向き合っていただきまして、制度の在り方そのものを問い直すような御検討に取り組ん

でいただきましたこと、心より敬意と感謝を申し上げたいと思います。 

 とりわけ今回御説明がありました国家資格と情報連携の都道府県経由の廃止、各種経
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由事務の廃止、そして、国への返還金に対する取扱いの見直し、これらの重要テーマに

つきましては現場の多くの自治体が強い問題意識を共有していること、また、その声が

高まりを見せていることがよく分かりましたので大変勉強になっております。これらを

踏まえまして、私自身の考えとしまして３点申し上げたいと思います。 

 第１に、現行制度につきましてはそれぞれの設計当初の理念や合理性が存在した点は

理解しております。ただ一方で、経由事務につきましては情報保管や制度間調整の役割

がございます。そういった中で、補助金の仕組みや公金管理の観点や区域区分が都市計

画や財政運営の合理性といったような背景があるかと思います。 

 その上で、２つ目としましては、そうした当初の合理性があくまでも現在の急速なデ

ジタル化、そして、深刻な人口減少並びに複雑化する自治体の実務に適合していないの

ではないか。むしろ現場では深刻な非効率性、また、過重な負担の要因、こういったも

のが今回赤裸々に出てきているかと思います。実際に情報がリアルタイムで共有可能な

時代であるにもかかわらず、人による中継ぎ、また、二重確認を形式的に求められ続け

ているというのがこのたびの調査で明らかになっております。そういった中で、自治体

の返還責任のみを課す構造、これがいわゆる制度の疲労の象徴であるかのように感じて

おります。 

 そういった中で、最後、こうした制度については変えられない前提ではなくて、今こ

そ変えるべき前提として捉えなおす機会になっているかと思います。その中で、地方自

治体が単なる情報の中継機関やリスクの片側、そういった主体ではなくて、地域の実情

に即した判断ができるような状況をつくっていただきたいと思います。そういった意味

で責任と役割の制度設計の今一度見直しの機会が来ているのかなと思って聞いており

ました。ですので、今後、事務の合理化と責任の適正な分担、こういったようなものを

前提にしながら制度の再構築まで向けていけたらいいなと感じております。 

 以上３点が私の意見となります。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  引き続きまして、村木さん、お願いいたします。 

（村木議員）私から一つだけ、経由規定の廃止について申し上げたいと思います。ものに

よっては非常に難しいものがあると思って資料を拝見させていただいていたのですが、

例えば私は自身の専門でございます都市計画について見ていきますと、11ページにある

ような第一種市街地再開発事業、これについては一つの事業の規模が非常に大きいので、

一種市街地は結構数があると私自身は認識をしているものなのですけれども、計画提案

が事業実施に至るまでに、地元で20年程度議論するようなケースもたくさんあって、だ

からこそ、手続を簡素化できるのか、または地域に影響が出るかもしれないので基礎自

治体の経由が大事なのか、これは非常にケースバイケースになるかと思います。 

  また、大規模開発だからこそ周辺行政にもたらす影響ということもあることからしま

すと、広域的な関与も非常に大事であり、デジタルでできることと、それによって失わ
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れるものが何かということを考えていくことも非常に大事なように思いました。 

 以上です。ありがとうございます。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  それでは、沼尾さん、お願いいたします。 

（沼尾議員）私からは１点だけ、先ほど勢一部会長代理もお話しされた離島活性化交付金

事業計画の絡みです。既にここでもいろいろ議論をされてきているところですが、計画

策定と補助金・交付金がセットになっている事業がたくさんあって、今、自治体の側が

計画策定の事務の量が非常に膨大で、でも、補助金とセットになっている。そこをうま

く計画の策定を組み合わせでやっていくということで、できるだけ事務量を減らしつつ、

さはさりながら、例えば今後の予算の使途に関しては明確に示せるような仕組みを考え

ていくというのは、とても大切なことと思っています。 

 その観点から、この離島活性化交付金事業計画の廃止のところがどのように整理され

ていくのかというのは大変注目しているところもございますし、恐らくこれとまた類似

したようなほかの領域でも計画と予算というところで、うまく整理できるものがあると

思いますと、是非その辺りのところをこれから検討していっていただきたいと思いまし

た。 

 以上でございます。 

（市川座長）ありがとうございます。 

  それでは、ウェブで御参加の後藤さんは通信環境が悪いということですので、最後に

大橋さん、お願いいたします。 

（大橋部会長）非常に貴重な意見をありがとうございます。２次ヒアリングに向けて参考

にさせていただきます。 

 先ほど山下議員からございましたけれども、経由事務につきまして三団体と議論した

ところ、三団体からも市町村とか都道府県が情報を共有したいのだということがありま

すので、経由を廃止して直に結ばれてたとしても、そこの間の情報はきちんと基礎自治

体が情報共有できるということがまだ十分浸透していないようなことがあると思いま

すので、そこは強調して、それは確保した仕組みなのだということで議論していきたい

と思います。 

 今日、説明は端折ってしまったのですけれども、今回、国家資格という問題について

取り扱いまして、いろいろな国家資格があるのですけれども、多くは都道府県とかに委

ねられていて、ただし、都道府県が全部自腹でやらなくてはいけないかというようなこ

とには疑問があるようなものがあって、あるものについては委任ができて、あるものに

ついて委任ができないなど、法制度の間でばらばらなのです。 

 そうだとしますと、私はむしろ国家試験としての体をなしていないというか、国が一

定の標準を示した後で地方が個性を示すという仕組み、それが本来だと思うのですけれ

ども、今はばらばらすぎて、そのばらばらが先ほどお話があったような形での圏域とか
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市域をまたぐ事業者の活動の邪魔をしているようなところがあるので、そこはそういう

役割をもっと、国の仕組みなのだということを強調するような形での様式統一とかとい

うことも大事なのかなという気がしております。 

 あと、研修についてはコロナの当面の間というものについても、どうも恒久制度化す

るような方向ではいるみたいなのです。コロナ時代の経験はある意味でオンライン研修

の有効性を示したということと同時に、ただ、心配なのは、ある意味で全部丸投げみた

いな形になっていて、実務経験を積むための場が、つまり実務経験がどういう形でそれ

とミックスされるかというところについてはまだはっきりしないものがあるものです

から、オンライン研修でできることと実務経験をカウントしてできることというような

ものをどう組み合わせて人材不足を乗り越えていくかという、そういう問題があるよう

な分野なのかなというような形で見ております。 

 先ほど三木議員からもお話がありましたが、市街化区域の問題は非常に難しいのです

けれども、国はガイドラインというか、通達である程度運用指針で示しているというこ

とで、その内容が非常に抽象的なので、そこをある意味で具体化して、どういうような

場合であれば今進めているコンパクトシティのコンパクト・アンド・ネットワークの施

策と矛盾しないのかということをなるべく具体的に言っていただくという形で今折衝

しております。そういう中で先ほどお話がございましたインフラ整備を前提としないと

いうのは一つの条件になるのかなという形で伺いましたので、そういう点も含めまして

議論していきたいと思います。 

 全体として地方公共団体の仕事を国に戻すようなものもあるのですけれども、そうす

ると、国の負担というのは当然出てくるのですが、国・都道府県・市町村、日本全体の

行政機構の在り方としてどれが最適で効率的なのかという視点から組み立てていくよ

うな議論が必要な時期に来ているのかなと思いますので、引き続き御支援をお願いした

いと思います。 

 私からは以上です。 

（市川座長）ありがとうございました。 

 それでは、山下さん、どうぞ。 

（山下議員）部会長がおっしゃいましたように、介護の初任者の研修だけではなくていっ

ぱいあると思うのです。オンラインの研修で頭に入ることと実務体験というのは種類に

よって違うと思うのですけれども、そういう意味では、その問題を国が引き上げた上で、

先ほど宇野先生がおっしゃったように、デジタルが前提になったオンライン研修のガイ

ドというのをまた地方に出していくというコミュニケーションを地方と国でやらない

と、本当にデジタル技術が前提になった社会の仕組みにならないのではないかと思いま

す。一気にはいかないと思うのですが、先生がおっしゃったように個々に違うのだけれ

ども、それを１回抽象化してガイドに落とし込んでもう１回戻していくみたいなことを

やらないといけないなと今聞いていて思いました。 
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（市川座長）ありがとうございます。 

  皆さん、本当に多くの意見をいただきまして、今、大橋部会長から方向性をお取りま

とめいただきました。国も含めて、方向性という点では大体共有して動き出していると

思うのですけれども、実務面になると現行法に縛られるということがあります。ただ、

先ほどいろいろな御意見の中にもありましたように一律の分権から多様な分権に変わ

ってきているという状況の中で、むしろ一緒になってどうすれば変えていけるのかとい

うことです。テクノロジーも変わってきておりますし、また、コロナの経験を我々は経

てきておりますので、是非国も府省庁の皆さんと前向きに引き続き検証をお願いしたい

と思います。 

 それでは、たくさんの御意見をいただきましたけれども、これらの議論を踏まえ提案

募集検討部会において、更に検討と議論を進めていただくことと思います。また、内閣

府におかれましても関係府省・提案団体との調整を進めていただくようお願いいたしま

す。 

 それでは、本日の議事は以上にて終了とさせていただきます。 

 最後に、室長からお願いいたします。 

（稲原室長）長時間にわたり御議論いただきまして誠にありがとうございました。本当に

貴重な意見を賜ったと思っております。 

  私どもは67名の組織で多くの案件を抱えて日々頑張らせていただいております。とか

く案件を抱えていると、どうしてもゲリラ戦的になってしまう中、今日御審議いただい

たような見地から、ジャングルから上に出て自分たちの仕事の意義を眺めてみるという

意味において、非常に貴重な意見をそれぞれの先生方からいただいたと思っております。

私もそういう見地で、また、当室の職員と一生懸命頑張っていきたいと思いますので、

引き続き御指導いただければと思っております。 

  本日は暑い中、本当にありがとうございました。 

（市川座長）ありがとうございました。 

  それでは、終了いたします。ありがとうございました。 

 

（以上） 

（文責 地方分権改革推進室 速報のため事後修正の可能性あり） 


